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中部地域の各市町危機管理担当課や消防、または中部地域局（054－644－9104）
宛て御連絡ください。（中部地域局では、体験とあわせて地震に関する講話を行っていま
す。）

東日本大震災から12年が経ち、被災地において防災意識が薄れてきているという声を聞くようになりま

した。東日本大震災は、M9.0、最大震度７を観測しました。これは、日本観測史上最大の地震でした。こ

の揺れが私たちの住んでいる場所で起こった時、どんな行動が取れますか。

静岡県では地震が起きた時のために取り組んでいる様々な施策があります。今回は、その中から３つの施

策について紹介します。

静岡県では、想定される南海トラフ巨大地震が発生した場合、震度
６～７程度の揺れが起こるとされています。揺れによって人は立って
いることができなくなり、耐震性の低い木造建物は、傾くものや、倒
れるものが多くなるとされています。言葉だけで、どのくらいの揺れ
かお伝えする事は難しいのですが・・・

静岡県地震防災センターでも地震体験を行うことができま
す！「防災シアター」での映像視聴や、災害への備え、避難生
活の様子等も学ぶことができるため、こちらも御活用ください。

中部地域局が所有する「地震体験車」では、震度１～６の揺れや、新
潟中越地震・阪神淡路大震災などの過去に起こった地震の揺れを再現す
る事ができます。地震の揺れを体験することで、大地震に対する防災意
識の向上につながります。

志太榛原地区

の無電柱化

事業の流れ

無電柱化って何？
道路の地下空間を活用して、電力線や

通信線などをまとめて収容し、道路上か

ら電柱や電線をなくすことです。

（国土交通省HPより引用）

←令和３年５月１日に発生

した牧之原市内の突風被

害の写真です。

倒れた電柱により道路が

封鎖されています。

↑県道静岡空港線から空港を東側に
望む現況写真です。今後、電線管理
者による電柱・電線の撤去により眺望
の改善も見込めます。

設計（関係者との調整）

工 事
（道路に電線を通す管を布敷）

電柱・電線の撤去
（電線管理者）

記事作成：島田土木事務所

震度６の揺れを体験してみませんか？

令和５年５月５日金曜日14時42分
に、石川県能登地方でM6.5の地震が発
生しました。珠洲市で 最大震度６強 が
観測されました。

珠洲市などで死傷者が発生し、建物等
に被害がありました。

地震の揺れはどのくらい？ ・はわないと動くことがで
きない。飛ばされること
もある。

・固定していない家具のほ
とんどが移動し、倒れる
ものが多くなる。

そこで、地震体験車です！！

地震体験車を利用するには・・・

無電柱化の目的は？

無電柱化には以下の３つの目的があります。

①防災（電柱が倒れることにより緊急車両が通れなくなる

ことを防止する）

②安全・円滑な交通確保（電柱を撤去し、歩行が安全に通

行できる空間を確保する）

③景観（電柱・電線により阻害される景観を改善する）

特に①については、有事の際の人命にかかわるため、

緊急輸送路を対象に優先的に整備を進めています。

ビフォーアフター

島田市の県道にて無電柱化し

た事例です。

無電柱化の実施中箇所

静岡の玄関口である静岡空港へ接続する

県道静岡空港線と県道細江金谷線は、有事

の際の緊急輸送路となっています。

無電柱化実施中

県道静岡空港線の県工事は完了し

ました。引き続き県道細江金谷線の工

事を進め、早期の完了を目指します。
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平成25年度(2013)       
（第４次地震被害想定）

令和元年度末
(2019)の試算

令和４年度末
(2022)の目標

犠牲者
約105,000人

約33,000人

約85,000人減
【約８割減】

山・崖崩れ

200人
約20,000人

約95,000人減
【約9割減】

令和７年度末
(2025)の目標

AP2013減災効果（2013→2022）
　　AP2023減災目標    　　
　　　　      （2023→2032）

約72,000人減
【約７割減】

建物倒壊・火災

9,300人

早期避難意識向上 施設整備の推進

避難の徹底 等

約10,000人

・住宅の耐震化

・防潮堤の整備

・避難先の確保津波

96,000人

令和14年度末
(2032)の目標

県総合計画
後期ｱｸｼｮﾝﾌﾟﾗﾝ
（〜2025）

９割以上減

の維持

被災後生活の

質的向上による

被災者の

健康被害等の

最小化

「わたしの避難計画」の普及
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「地震・津波対策アクションプログラム2023」の減災目標について

地震・津波対策アクションプログラムについて

○平成23 年３月に発生した東日本大震災を踏まえ、静岡県では最大クラス（レベル２）の巨大な地

震・津波の被害想定において推計された犠牲者約105,000 人を10 年間で８割減少させることを

減災目標として「地震・津波対策アクションプログラム2013」を策定しました。

「地震・津波対策アクションプログラム2023」の重点施策について
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○令和元年度末時点で想定さ

れる犠牲者に対し、概ね７割

にあたる約72,000人の減

災効果を試算しました。

○令和４年度末時点では、想定

される犠牲者に対し、概ね８

割にあたる約85,000人の

減災効果が見込まれていま

す。

※令和４年度末の成果は、令和

５年６月に公表予定です。

○早期避難意識の向上と持続

○家庭内等飲料水・食料等の備蓄の徹底

○要配慮者の支援体制の確保

○自主防災組織の活性化

○避難時・被災後の生活の質の確保

○ハード整備の着実な推進

「わたしの避難計画
※

」の普及

自助

防潮堤の整備避難所運営訓練の様子

共助 公助

静岡県内の最大想定震度分布図（基本ケース）

（※基本ケースのほか陸側、東側のケースがあります。）

最大 平均

牧之原市 14 11

吉田町 9 7

焼津市 10 6

静岡市駿河区 12 8

静岡市清水区 11 6

(単位：T.P.＋m)

津波高さ
市区町名

静岡県中部地域の最大想定津波高さ

○引き続き、残る２割の想定犠牲者を一人でも多く減らしていくためには、ハード・ソフト両面の対

策をより一層推進することに加え、減災効果を持続させることが必要です。また、発災後の直接的

な人的被害の最小化だけでなく、被災後も心身を健全に保ち犠牲を拡げない対策として、避難時の

生活環境の改善や新型コロナウィルス等の感染症対策など、各種の課題が残されています。

○このため、令和５年度から令和14 年度までの10 年間の行動計画として、後継計画となる「地

震・津波対策アクションプログラム2023」を策定し、県内市町と連携して、ハード・ソフト両面

から防災・減災対策を推進していきます。

「地震・津波対策アクションプログラム2013」の成果

※バックナンバーNo12令和４年夏号を御覧ください。

令和４年度末
(2022)の目標

約85,000人減
【約８割減】

約20,000人

約95,000人減
【約9割減】

令和７年度末
(2025)の目標

→2022）
　　AP2023減災目標    　　
　　　　      （2023→2032）

早期避難意識向上 施設整備の推進

避難の徹底 等

約10,000人
令和14年度末
(2032)の目標

県総合計画
後期ｱｸｼｮﾝﾌﾟﾗﾝ
（〜2025）

９割以上減

の維持

被災後生活の

質的向上による

被災者の

健康被害等の

最小化

【基本理念】

(10 年後の目指す姿）

○犠牲者の最小化・減災効果の持

続化とともに、被災後も命と健

康を守り、健全に生活できる社

会を実現する。

【減災目標】

○2025 年度までの３年間で、

想定される犠牲者の９割減災

を達成し、その後も９割以上の

減災を維持します。

○2034年度までの10年間で、

被災後生活の向上により、被災

者の健康被害等の最小化を図

ります。


